
栗東市における生きる支援に関する施策 
業務棚卸とりまとめ 
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資料３ 

 

No. 事業名 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当部署 担当課 

１．既存の研修と連携して生きる支援（自殺対策）を強化する 

１ 人権施策の推進 人権に関わる研

修・講演会の推

進 

いのちや人権の大切さ

を学ぶことが生きるこ

とを促すことにつなが

るため、研修や講演会を

通じて、人権問題に関す

る正しい知識の普及啓

発を引き続き推進する。 

また、研修や講演会を通

じて、互いに認め合える

社会づくりをめざすと

ともに、自殺問題を取り

上げ、啓発を図る。 

総務部、

子ども・

健康部、

教育委員

会（教育

部）、環境

経済部 

人権政策

課 

幼児課 

学校教育

課 

人権教育

課 

商工労政

課 

２ 健康づくりの推進 「第２次健康り

っとう 21」の推

進 

うつ病をはじめとする

こころの病気の予防、ス

トレスへの対処法、早期

発見・早期治療について

こころの健康づくり研

修会を実施し、理解を深

め啓発に努める。 

子ども・

健康部 

健康増進

課 

２．気づきのための人材育成（ゲートキーパー研修）を様々な分野で推奨する 

３ 自殺対策事業 ゲートキーパー

研修の実施 

いざというときのつな

ぎ先や初期対応等を理

解し、自殺対策に関われ

るよう、職員にゲートキ

ーパー研修を受講して

もらえるよう調整を図

る 

総務部、 

福祉部 

総合窓口

課 

障がい福

祉課 
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No. 事業名 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当部署 担当課 

４ 介護予防と生活支

援サービスの充実 

スタッフの研修 各種専門職のスタッフ

にゲートキーパー研修

を受講してもらうとと

もに、気になる介護者へ

の「うつのチェックリス

ト」を実施するなど支援

対象の高齢者が抱える

問題や異変を早期に察

知し、適切な機関につな

げるよう対応と支援体

制の強化を図る。 

福祉部 長寿福祉

課 

５ 認知症施策と高齢

者の尊厳保持 

認知症サポータ

ーに対するゲー

トキーパー研修

の受講促進 

認知症サポーター養成

講座受講者にゲートキ

ーパー研修を受講して

もらうことで、サポータ

ーとなった際に、自殺リ

スクの早期発見・早期対

応 

福祉部 長寿福祉

課 

６ 防犯意識の高揚及

び自主防犯組織の

育成・活性化 

防犯意識の高揚

及び自主防犯組

織の育成・活性

化 

草津栗東防犯自治会に

おいてゲートキーパー

研修を実施・受講しても

らうことで、気づき役や

つなぎ役としての役割

を担う人材の育成を図

る。 

市民政策

部 

危機管理

課 

７ 適正な課税・徴収

事務の実施 

市税の賦課・適

正な収納管理 

納税相談を受けたり徴

収を行う職員等にゲー

トキーパー研修を受講

してもらうことで、期限

内に税金の納付のない

市民の生活面での深刻

な問題に気づき、さまざ

まな支援につなげれる

よう人材育成と体制整

備を図る。 

総務部 税務課 
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No. 事業名 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当部署 担当課 

８ ひとり親家庭への

支援 

母子・父子家庭

への家事ヘルパ

ー派遣の実施 

家事ヘルパーにゲート

キーパー研修を受講し

てもらうほか、相談先一

覧のリーフレット等を

必要と思われる対象者

に配付してもらうこと

で、自殺対策の支援を図

る。 

子ども・

健康部 

子育て応

援課 

３．包括的な生きる支援の情報（相談先一覧等）を幅広く届けていく  

９ 人権擁護の推進 人権相談体制の

充実 

人権擁護委員による「人

権いろいろ相談」を継続

して開催し、人権を考え

る機会を充実させ、生き

ることの促進を図る。 

総務部 人権政策

課 

10 地域生活の基盤づ

くり 

障がいのある人

に対する相談支

援 

障がいのある人に対し

て相談事業を実施し、悩

みや問題の早期発見、適

切な支援機関につなぐ

ことで、自殺リスクの低

減を図る。 

福祉部 障がい福

祉課 

11 就労支援 働き・暮らし応

援センタ―への

活動支援、 

自立支援給付の

実施 

相談等支援 

就労支援を通じて、仕事

以外にも自殺リスクの

高い方がいた場合には、

他機関への紹介を行う。 

環境経済

部、 

福祉部 

商工観光

労政課 

障がい福

祉課 

12 交通安全運動の普

及徹底 

交通安全教室、

研修会等の開

催・啓発 

交通安全教室や研修会

で様々な相談先・支援機

関の掲載されたリーフ

レットを配布する。 

建設部 土木交通

課 

13 消費者の育成と支

援 

消費者保護と自

立支援 

消費生活に関する相談

をきっかけに、必要に応

じて専門相談機関へ案

内することで、自殺リス

クの低減を図る。 

市民政策

部 

自治振興

課 



 
 

4 

 

No. 事業名 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当部署 担当課 

14 多文化共生社会づ

くり 

多言語による生

活関連情報の提

供と相談体制の

整備 

外国住民への支援をき

っかけに、必要に応じて

専門機関へ案内するこ

とで、自殺リスクの低減

を図る。 

市民政策

部 

自治振興

課 

15 国民年金制度への

理解促進 

年金制度の周

知・啓発 

無年金者に対して、年金

受給資格間制度の周知

をし、需給につなげるこ

とにより生活の安定に

つなげることで自殺リ

スクの低減を図る。 

また、年金未納者に対

し、免除制度の周知を図

り、相談状況によってさ

まざまな支援につなぐ

ことで、自殺リスクの低

減を図る。 

福祉部 保険年金

課 

16 福祉医療費助成制

度の周知 

障がい者、ひと

り親家庭、低所

得の高齢者等へ

の医療費助成 

制度についての周知を

図り、対象者を受給へと

つなぐことにより、病院

受信時の自己負担を軽

減することで、生活野安

定につなげる 

福祉部 保険年金

課 

４．様々な分野における機会と連動して、自殺対策への理解を広める 

17 人権施策の推進 同和対策推進事

業の推進 

ふれあい交流活動を通

じて、いのちや人権の大

切さを学ぶことで、生き

ることの促進を図る。 

総務部 人権政策

課 

５．あらゆる分野での広報・啓発を強化する 

18 自殺対策強化月間

啓発事業 

自殺対策強化月

間（３月）にあわ

せてチラシを作

成、配布する。 

自殺対策強化月間にあ

わせて相談窓口の周知

を図るとともに、自殺予

防、こころの健康等に関

する意識の向上を図る。 

福祉部 障がい福

祉課 
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No. 事業名 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当部署 担当課 

19 男女共同参画社会

の推進 

男女の互いの人

権尊重と男女共

同参画の意識づ

くり 

講演会やセミナー等に

おいて、テーマに即した

連携が可能であれば、自

殺対策に関連する資料

の配布等を行う。 

市民政策

部 

自治振興

課 

20 コミュニティ組織

の育成・支援 

地域活動の支援 各自治会や地域振興協

議会の活動において、テ

ーマに即した連携が可

能であれば、自殺対策に

関連する資料の配布等

を行う。 

市民政策

部 

自治振興

課 

21 ボランティア・

NPOの育成・支援 

社会貢献活動の

促進 

ボランティアや NPO の

活動において、テーマに

即した連携が可能であ

れば、自殺対策に関連す

る資料の配布等を行う。 

市民政策

部 

自治振興

課 

６．生きることの包括的な支援を実施・継続する 

22 障がいのある人に

対する理解の促進 

啓発・交流の機

会を充実する 

障がいのある人と社会

のつながりの強化を図

り、障がいのある人や障

がいに対する理解の推

進や交流の機会を充実

することで、自殺の発生

リスクの低減を図る。 

福祉部 障がい福

祉課 

23 健康で生きがいの

ある暮らしの実現 

健康で生きがい

のある暮らしの

実現 

健康づくりやいきがい

づくりに取り組むこと

で、自殺リスクの低減を

図る。 

いきいき百歳体操の実

践者は幸福感・健康感が

高くなり、ソーシャルキ

ャピタルの醸成に寄与

していることから、継続

して事業を実施・参加を

促進することで、自殺の

発生リスクの低減を図

る。 

福祉部、

環境経済

部 

長寿福祉

課 

商工観光

労政課 
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No. 事業名 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当部署 担当課 

24 母子保健の推進 妊産婦等支援事

業、 

乳幼児健康診

査、健康相談等

の実施 

健康診査や健康相談を

通じて、本人や家族の状

態を把握し、関係機関と

連携して支援体制の強

化を図る。 

子ども・

健康部 

健康増進

課 

25 疾病の予防 各種健診（がん

検診等）の実施 

健診の機会を活用し、自

殺につながりやすいと

される健康問題・課題の

早期発見に努め、重症化

の予防や健康管理の意

識高揚につなげること

で、自殺リスクの低減を

図る。 

子ども・

健康部 

健康増進

課 

26 効率的な総合窓口

業務の実施 

総合窓口化の推

進 

戸籍・住民登録の際に当

事者の話を傾聴するこ

とで、自殺リスクの高い

人の早期発見に努め、他

機関への紹介を行う。 

総務部 総合窓口

課 

27 認知症施策の推進 認知症カフェの

促進 

認知症カフェを通じて、

介護従事者が悩みを共

有したり、情報交換を行

ったりできる場を設け

ることで、支援者相互の

支えあいを推進し、支援

者に対する支援をさら

に充実させる。 

福祉部 長寿福祉

課 

28 職員の能力向上 職員に対するメ

ンタルヘルスの

推進 

メンタル不全の兆候の

ある職員に対して相談

窓口を開設、またメンタ

ルヘルス研修を毎年階

層別に実施するなど、全

庁的に自殺対策を推進

するための体制強化を

図る。 

総務部 総務課 
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No. 事業名 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当部署 担当課 

29 地域福祉活動支援 地域福祉活動支

援 

生活困窮者支援に基づ

く相談、社会福祉協議

会、民生委員・児童委員、

自治会等の地域連携に

よるアウトリーチ等を

充実させ、生きづらさを

感じる人への支援を推

進し、自殺リスクの低下

を図る。 

福祉部 社会福祉

課 

30 学校、保育園等に

おける食育の推進 

第２次栗東市食

育推進計画にも

とづいた学校、

保育園等におけ

る食育の推進、 

家庭における食

育の推進 

乳幼児期からの健康な

心身の育成の啓発・推進

を進めることで、自殺リ

スクの低減を図る。 

子ども・

健康部 

幼児課 

31 就学前保育・教育

の充実 

子ども・子育て支

援新制度に伴う、

特定教育・保育施

設の実施、 

「保育教育課程」

に基づく乳幼児

保育・教育の推進 

保育・教育を通じて乳幼

児期からの自尊感情の

育成を促進することで、

互いに尊重し、支えあえ

る人づくりを図る。 

子ども・

健康部 

幼児課 

32 地域子育ての支援 子ども・子育て支

援新制度に基づ

く「栗東市子ど

も・子育て支援事

業計画」に係る各

種事業の実施 

保護者が集い交流できる

場・機会を設けることで、

保護者の負担の軽減に努

めるとともに、危機的な状

況にある保護者を発見し、

早期対応を図る。 

子ども・

健康部 

幼児課 

子育て応

援課 

33 良質な住宅の維

持・向上 

市営住宅の維持

管理の充実 

公営住宅等の居住者や入

居申込者は、生活困窮や定

収入などの課題を抱える

住宅困窮者であり、住宅セ

ーフティーネットとして

居住環境を提供すること

を通じて、生きることの支

援につながる。 

建設部 住宅課 
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No. 事業名 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当部署 担当課 

34 家庭養育の支援 児童、家庭に関

する相談、支援

及び子どもの安

全確保のための

保護 

保護者への支援を通じ

て、虐待及び虐待の深刻

化を未然に防ぐことで、

子どもや保護者の自殺

リスクの低減を図る。 

子ども・

健康部 

子育て応

援課 

35 発達支援の充実 発達支援教室、

発達支援の推進 

子育ての悩みや困難の解決

に向けて、発達支援事業や

発達相談による保護者の負

担や不安の解消により、育

児うつや自殺のリスクの軽

減を図る。また、家庭に対す

る適切な支援を通じ、発達

障がいのある幼児・児童・生

徒の二次障がい（自殺リス

ク）の予防を図る。 

子ども・

健康部 

子ども発

達支援課 

36 生活環境の保全 公衆衛生の保全 公害や環境に関する住

民の苦情相談から、近隣

関係のトラブルや生活

問題を把握し、自殺リス

クの早期発見・早期対応

につなげる 

環境経済

部 

環境政策

課 

37 疾病の予防 各種検診・健診

の実施 

健診項目とは別に、メン

タルヘルスについての

チェック票を作成し、支

援につなげる。 

福祉部 保険年金

部 

38 保険制度の適正な

運営 

国民健康保険等

医療保険制度の

適正な運営 

税務課と連携を図り、資

格者証対象者について

も必要な医療が受けら

れるように健康的な生

活の基盤の安定につな

げる。 

福祉部 保険年金

課 
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No. 事業名 事業概要 「生きる支援」実施内容 担当部署 担当課 

39 後期高齢者医療制

度の周知 

後期高齢者医療

制度の周知・啓

発 

保険証や減額認定証の交

付時や保険料の納付相談

時に生活状況や体調面の

聞き取りを行う中で自殺

リスクの発見に努め、関係

機関に適切につないでい

く。 

聞き取りに当たっては、対

象者が高齢者であること

の特性を理解し、丁寧な説

明と聞き取りを行う。 

福祉部 保険年金

課 

40 図書館 図書館機能の充

実 

読書を通じて生きる喜び

に出会えるような資料の

収集、提供を実施する 

また、学校に行きづらいと

思っている子どもたちに

とって、図書館が「安心し

て過ごせる居場所」となる

ことで、自殺リスクの低減

を図る。 

教育委員

会（教育

部） 

図書館 

 


